
モデル事業における就労定着を図る
ための生活支援体制の検証 
 
       参考例 
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 医療機関 

協議会（就労部会） 

 企業 
 居宅介護 
事業所 

自立訓練 

 就労系事業所  グループホーム 

連
携 

就労する障害の 
ある人 

特定・一般 
相談支援事業所 

 就労しているが、日
常の生活管理（食事
や健康管理等）に困
難を抱えている者に
対して、就業・生活支
援センター等による相
談や訪問による自立
訓練（生活訓練）等に
より、生活スキルの向
上を図る。 

生活スキル支援 
 就労している障害者
のグループホーム等居
住場面での支援、自宅
における家族等との連
携による支援、介護、居
住先の確保等の支援を
行う。 

 居住支援 

  

医療支援 

 就労アセスメントによ
り、利用者のニーズ把
握や働く力に応じた適
切な働く場を選択する
とともに、就労後の働く
力の向上や、各支援機
関が就労後の定着支
援を適切に行うための
情報を共有する。 

アセスメント支援 

マネジメント支援 

包括的な支援体制の構築 

 地域生活を送るうえで、生活の支障が生じな
いための訪問支援や、危機的状況が生じた際
の早期介入を、例えば地域定着支援等を活用
して実施する。 

危機介入支援 

 就労している精
神障害者等の主
治医や医療機関
（通院先スタッフ・
訪問看護等）との
連携を図る。 

 相談支援事業所が、
利用者のニーズを基
に適切なサービスを組
み合わせて、サービス
等利用計画を作成す
る。 

就労する障害者が必要と 
する生活支援体制の検討 

 本人の状態や取り巻く環境の変化を把握する仕組みを作り、一般就労
等をしている人に効果的な生活支援を実施することが課題としてあげら
れます。 
 就労アセスメントで構築した連携体制を基に、生活支援の課題を地域
全体で共有し、解決策を検討していくための包括的な体制づくりやその実
施サイクルについて、モデル事業において検討を行いました。以下に参
考例を示します。 

包括的な支援体制の構築 

参考例 モデル事業報告書 

障害者就業・生活 
支援センター等 
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● 就労する障害者の生活支 
 援の実行 
 協議会（就労部会）により検討され
た地域ごとの就労生活支援体制によ
り、ネットワークによる支援を実施。  
 個々のケースの支援の核は相談支
援事業所、就業・生活支援センター
が担う。 

 

都道府県協議会 

相談支援 
事業所 
（サービス 
担当者会議） 

障害者就業・ 
生活支援センター 
（ケース会議） 

市区町村協議会 
（就労部会） 

就労アセスメント・生活支援体制 
の構築を促進するための研修               

生活スキル 
支援 

アセスメント支援 

居住支援 

マネジメント支援 

医療支援 

就労する人へ
の生活支援 

就労する障害者の生活支援の体制整備づくりに向けた実施サイクル 
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● 就労支援に関する研修体系 
に就労アセスメント・生活支援
体制の構築を組み込み、就労
生活支援に関する共通認識の
土壌を形成 

● 都道府県協議会による就労
生活支援体制整備の検討 

● 市区町村協議会（就労部会）
による就労生活支援体制構築
の検討 

● 個別ケースの就労生活支 
 援のための調整会議の実施 
 個々の支援に対するネットワークの
調整は、相談支援事業所や就業・生
活支援センターにおける各会議により
調整する。 
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